
第４３号議案 

令和７年度長岡京市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 令和７年度長岡京市後期高齢者医療事業特別会計予算は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，８１１，２８３千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出

予算」による。 

令和７年２月２０日提出 

長岡京市長 中小路 健 吾 
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後期高齢者医療事業特別会計予算
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1 1,492,692

1 後期高齢者医療保険料 1,492,692

2 2

1 手数料 2

3 316,329

1 一般会計繰入金 316,329

4 1

1 繰越金 1

5 2,259

1 延滞金、加算金及び過料 50

2 償還金及び還付加算金 2,010

3 預金利子 1

4 雑入 198

1,811,283

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金 額

 千円

款

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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1 38,034

1 総務管理費 33,476

2 徴収費 4,558

2 1,771,234

1 後期高齢者医療広域連合納付金 1,771,234

3 2,011

1 償還金及び還付加算金 2,010

2 繰出金 1

4 4

1 予備費 4

1,811,283

金 額

 千円

款

歳　　出

項

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計
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１　総　　括

（歳　　入）

1 後期高齢者医療保険料 1,492,692 1,437,439 55,253

2 使用料及び手数料 2 10 △8

3 繰入金 316,329 301,062 15,267

4 繰越金 1 1 0

5 諸収入 2,259 2,250 9

1,811,283 1,740,762 70,521

 千円

歳　　入　　合　　計

 千円

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

千円
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（歳　　出）

1 総務費 38,034 35,969 2,065

2 後期高齢者医療広域連合納付金 1,771,234 1,702,770 68,464

3 諸支出金 2,011 2,011 0

4 予備費 4 12 △8

1,811,283 1,740,762 70,521

本年度予算額

 千円

前年度予算額

 千円

歳　　出　　合　　計

款 比 較

千円
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国府支出金 地　方　債 そ　の　他

38,034 0

278,492 1,492,742

2,010 1

4

0 0 318,536 1,492,747

 千円  千円

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳
特 定 財 源

一　般　財　源

千円 千円
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２　　歳    入

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

　１款　後期高齢者医療保険料

　１項　後期高齢者医療保険料

1 1,492,692 1,437,439 55,253後期高齢者医療保険料

計

　２款　使用料及び手数料

1,492,692 1,437,439 55,253

　１項　手数料

1 2 10 △8督促手数料

計

　３款　繰入金

2 10 △8

　１項　一般会計繰入金

1 249,903 241,308 8,595保険基盤安定制度繰入金

2 28,589 23,973 4,616広域連合事務費負担金繰入金

3 37,837 35,781 2,056職員給与費・事務費繰入金

計

　４款　繰越金

316,329 301,062 15,267

　１項　繰越金

1 1 1 0繰越金

後期高齢者医療事業特別会計
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 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説 明

現年度分 1,489,1511 特別徴収保険料 792,977

普通徴収保険料 696,174

過年度分 3,5412 滞納繰越分 3,541

督促手数料 21 督促手数料 2

保険基盤安定 249,9031 保険基盤安定制度繰入金 249,903

制度繰入金

広域連合事務 28,5891 広域連合事務費負担金繰入金 28,589

費負担金繰入

金

37,8371 職員給与費・事務費繰入金 37,837職員給与費・

事務費繰入金

繰越金 11 前年度繰越金 1

後期高齢者医療事業特別会計
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前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

　４款　繰越金

　１項　繰越金

1 1 0

目 本年度予算額

計

　５款　諸収入

　１項　延滞金、加算金及び過料

1 50 50 0延滞金

50 50 0計

　５款　諸収入

　２項　償還金及び還付加算金

1 2,000 2,000 0保険料還付金

2 10 10 0還付加算金

2,010 2,010 0計

　５款　諸収入

　３項　預金利子

1 1 1 0預金利子

1 1 0計

　５款　諸収入

　４項　雑入

1 198 189 9雑入

198 189 9計

後期高齢者医療事業特別会計
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節

区　　分 金　　額
説 明

 千円  千円

延滞金 501 延滞金 50

保険料還付金 2,0001 保険料還付金 2,000

還付加算金 101 還付加算金 10

預金利子 11 預金利子 1

雑入 1981 雑入 1

後期高齢者医療広域連合連携強化事業補助金 197

後期高齢者医療事業特別会計
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 千円  千円

比 較

３　　歳  出

 千円  千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
目 本年度予算額 前年度予算額

地　方　債 そ　の　他国府支出金

特 定 財 源

 千円 千円  千円

　１款　総務費

　１項　総務管理費

32,1461 一般管理費 33,476 1,330 33,476

（財源内訳）

職員給与費・事務費繰入金 33,476

1,33033,476 32,146計 0 33,4760 0

　２項　徴収費

　１款　総務費

3,8231 徴収費 4,558 735 4,558
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千円

区　　分
説 明

節

 千円

金　　額

692報酬1 242 年金・保険制度の適正運用

　01 庶務管理事業 12,915
9,554給料2

692会計年度任用職員報酬２人

7,760職員手当等3 10普通旅費

12特別旅費
3,247共済費4

80消耗品費

22旅費8 9,387通信運搬費

92手数料
80需用費10

2,486後期高齢者医療システム保守委託料

9,479役務費11 156後期高齢者医療システム機器等借上料

990 職員人件費
2,486委託料12

　90 職員人件費 20,561

156使用料及び賃13 9,554職員給料３人

借料 312扶養手当

1,184地域手当

336住居手当

175通勤手当

1,200時間外手当

4,313期末勤勉手当

240児童手当

3,208共済組合

39厚生会

431報酬1 242 年金・保険制度の適正運用

　01 保険料徴収事業 4,558
552需用費10

後期高齢者医療事業特別会計
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 千円  千円  千円  千円 千円  千円

比　　　較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
目 本年度予算額 前年度予算額

地　方　債 そ　の　他国府支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

 千円

　１款　総務費

　２項　徴収費

（財源内訳）　　　　　　　　　　　

職員給与費・事務費繰入金 4,361

後期高齢者医療広域連合連携強化事業 197

補助金

7354,558 3,823計 0 4,5580 0

　１項　後期高齢者医療広域連合納付金

　２款　後期高齢者医療広域連合納付金

1,702,7701 後期高齢者 1,771,234 68,464 278,492 1,492,742

医療広域連 （財源内訳）　　　　　　　　　　　

合納付金 保険基盤安定制度繰入金 249,903

広域連合事務費負担金繰入金 28,589

68,4641,771,234 1,702,770計 0 278,4920 1,492,742

　１項　償還金及び還付加算金

　３款　諸支出金

2,0101 保険料還付 2,010 0 2,010

金 （財源内訳）　　　　　　　　　　　

保険料還付金 2,000

還付加算金 10

02,010 2,010計 0 2,0100 0
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千円

区　　分
説 明

節

 千円

金　　額

3,575役務費11 431会計年度任用職員報酬１人

15消耗品費

537印刷製本費

3,569通信運搬費

6手数料

1,771,234負担金・補助18 242 年金・保険制度の適正運用

及び交付金 　01 後期高齢者医療負担金事業 1,771,234

28,589後期高齢者医療広域連合事務費負担金

1,492,742後期高齢者医療保険料等負担金

249,903後期高齢者医療保険基盤安定制度負担金

2,010償還金・利子22 242 年金・保険制度の適正運用

及び割引料 　01 保険料徴収事業 2,010

2,010保険料償還金及び還付加算金

後期高齢者医療事業特別会計
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 千円  千円

比 較

 千円  千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
目 本年度予算額 前年度予算額

地　方　債 そ　の　他国府支出金

特 定 財 源

 千円 千円  千円

　３款　諸支出金

　２項　繰出金

11 一般会計繰 1 0 1

出金

01 1計 0 00 1

　１項　予備費

　４款　予備費

121 予備費 4 △8 4

△84 12計 0 00 4
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千円

区　　分
説 明

節

 千円

金　　額

1繰出金27 242 年金・保険制度の適正運用

　01 精算繰出金事業 1

1一般会計繰出金

後期高齢者医療事業特別会計
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１　 一　般  職

（1） 総　　括
（単位：千円、人）

7,697

3,247

給  与  費  明  細  書

－ 63

管理職員
特別勤務

計

－

95

7,760

－

－

0

給  与  費

7,760

備　考

会計年度任用職
員3人を含む

会計年度任用職
員3人を含む

840

計給  料

通　　勤

1,089

1,184

63

17,644

※（　　　）内は、再任用職員数の外書きである。

18,437

175

共済費

－

－ 1,200

特殊勤務 時 間 外 夜間勤務

3,200

21,684

合  計

管 理 職

793

職員数

(0)

6

(0)
8,954

報  酬 職員手当等

9,554

前年度 993

1,123

比　 較 130
0

区  分

本年度

－

6

(0)

240

120

－

600

312

120

120 －

単身赴任

－

地　　域

退　　職 児　　童

－

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分

本年度

前年度

比較

－336

1,008 273 －

△ 672 △ 98 －

住　　居

1,200

7,697

－

－

47

20,844

426

期末勤勉

192

扶　　養

－

4,313

3,887

－
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（2） 給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円、人、％）

区分 増減額 説　　明 備　　考

１
給与改定に伴う
増加分

644
給与改定の状況
前年度改定率　7.36%

２
昇給に伴う増加
分

172 平均昇給率　1.83%

３
その他の増減
分

△ 216 職員の異動等によるもの

職員数の異動状況
本年度 3（うち常勤一般職職員3名）
前年度 3（うち常勤一般職職員3名）
増　 減 0

１
地域手当の増
減分

95
給与改定によるもの
職員の異動等によるもの

２
期末勤勉手当
の増減分

426
給与改定によるもの
職員の異動等によるもの

３
その他の増減
分

△ 458 職員の異動等によるもの

職員手
当等

63

増減事由別内訳

600給料
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（3） 給料及び職員手当等の状況

ア 職員1人当たりの給与

（単位：円）

一般行政職

平均給料月額 260,600

平均給与月額 311,098

平均年齢（歳） 29歳11月

平均給料月額 242,067

平均給与月額 305,148

平均年齢（歳） 30歳3月

※再任用職員を除く。

イ 初任給（令和7年4月1日）
（単位：円）

国の制度

一般行政職（一般職）

高 校 卒 194,500 188,000

大 学 卒 225,600 220,000

区　　分

令和7年1月1日現在

令和6年1月1日現在

区　　分 一般行政職
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ウ 級別職員数

（単位：人、％）

※その他の職種は除く。

※（　　　）内は、再任用職員数及び構成比の外書きである。

※構成比の欄は、級の区分ごとに端数処理をしているため計が合わないことがある。

（級別の基準となる職務）

区　分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

次　長 係　長 主　事 主　事

課　長 総括主査 技　師 技　師

区　　分

令和7年1月1日現在

級

7級

6級

5級

4級

3級

2級

一般行政職

（－）

－

構成比

－

－

－

－

－

－

職員数

2

(－)

一般行政職 部　長 主　査課長補佐

1級

計
100.0

－

－

1 33.3

（－） （－）

66.7

－

3
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エ 期末手当・勤勉手当
（単位：月）

オ 地域手当
（単位：％、人）

カ その他の手当

(2.40)

2.25

(1.175)

2.30

(1.20) (2.40)

2.25

異なる

同じ

同じ

国の制度との異同

支給対象職員数

(－)

3

差異の内容

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階、

職務の級等によ
る加算措置

備考
6月 12月

支給率計

12

有

2.30 4.60

前年度

(1.175) (2.35)

2.30

(1.20)

有

国の制度

本年度

国の制度（支給率）

有

2.30 4.60

※（　　　）内は、再任用職員の支給率である。

4.50

(1.20)(1.20)

通勤手当

区分

扶養手当

15

住居手当

支給率

※（　　　）内は、再任用職員数の外書きである。

交通用具使用の場合、用具の種
類により額が異なる距離区分があ
る。

―

―
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